
未収金

【資産の部】

金額 科目 金額科目

純資産比率 70.83%

資産総額に占める純資産の割合です。現世代でどのくらい既に支払った
かを示す指標です。（純資産比率=純資産総額（30,088,565千円）÷
資産総額（42,478,038千円））

38,521,359

34,857,546

13,491,253

21,239,144

127,150

投資その他の資産

流動資産
現金預金

-

1,259,162

-

3,528,011

-

-

△ 1,961

-

3,663,813

3,956,679

385,522

10,825

34,281

前受収益

賞与引当金

-

-

-

未払金

未払費用

前受金

-

1,435,356

1,297,272

その他

10,954,117

9,694,955

12,389,473

42,083,652

△ 11,995,086

【負債の部】

預り金

その他

負債合計

【純資産の部】

固定資産等形成分

7,806

固定負債
地方債

長期未払金

退職手当引当金

損失補償等引当金

流動負債
1年内償還予定地方債

-

108,233

22,045

短期貸付金

基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

(単位：千円)

資産合計 42,478,038

固定資産
有形固定資産

事業用資産

インフラ資産

物品

無形固定資産

30,088,565

42,478,038

余剰分（不足分）

純資産合計

負債及び純資産合計

　償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を求め
ることで、施設の老朽化具合を示す指標です。
（有形固定資産減価償却率＝減価償却累計額÷償却資産）

流動比率 275.66%

　翌年度支払い予定の負債額に対して、すぐに支払いに充て
ることのできる現金などがどのくらいあるのかを示す指標で
す。（流動比率＝流動資産÷流動負債）

有形固定資産
減価償却率 67.68%

資産評価差額
無償所管替等
その他

科目 金額

(単位：千円)

△ 587

△ 400,131

30,088,565

業務収入 9,548,128

36,102臨時支出
臨時収入

【業務活動収支】
業務支出

その他

科目

税収等 6,918,686

科目

臨時利益
純行政コスト

経常収益
使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト
臨時損失

10,518,291

5,425,718

1,738,299

3,490,250

197,169

△ 9,938,303

9,537,256

114,104

129,475

10,274,712
202,246

538,655

9,938,303

5,092,573

1,871,593

2,154,252

1,054,640

12,087

243,579

(単位：千円)

(単位：千円)

金額

金額

本年度末純資産残高

△ 401,048

82

1,422

国県等補助金 2,618,570

財源

固定資産等の変動（内部変動）
有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

前年度末純資産残高 30,488,696

純行政コスト（△）

751千円

363,477

1,283,058

596,548

△ 686,510

△ 211,344

574,821

8,800,750

6,179

717,455

1,045,150

802,861

△ 242,289

財務活動支出
財務活動収入

本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

財務活動収支
本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高

業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
投資活動収入

投資活動収支
【財務活動収支】

自治体の基礎的な財政力を示します。具体的には、基本的な地方税や使
用料などの収入及び建設事業に充てられる国や県の支出金の合計（業務
活動収支から支払利息支出を除いた金額）と、行政サービスを提供する
ために必要な費用及び公共施設等を整備するために係る費用（投資活動
収支）を差し引きした金額のことです。
（基礎的財政収支＝支払利息を除く業務活動収支（752,485千円）+基
金を除く投資活動収支（△218,235千円））

業務費用
人件費

物件費等

その他の業務費用

経常費用

移転費用
補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

本年度差額

本年度純資産変動額

基礎的財政収支（プライマリーバランス） 534,250千円

住民一人当たりのコスト

　住民一人当たりどれくらいの行政コストがかかっているのかを表して
います。（住民一人当たり行政コスト=純行政コスト（9,938,303千
円）÷人口（13,230人）【令和5年1月1日時点の人口】）

28,692

△ 6,647

22,045

385,522

前年度末歳計外現金残高

令和5年度決算 肝付町財務書類（一般会計等）

財務書類とは

②行政コスト計算書（PL）

行政サービスを提供する際に発生する支出のうち、資産の取得（土地や建物の購入等）に関わらない経常的な

支出と、行政サービスの対価として得られた収入を計上しています。

③純資産変動計算書（NW）

貸借対照表の純資産の部について、増加要因と減少要因を計上し、純資産が１年間でどのように変動したのか

を示しています。純資産の増加要因には、行政サービスの対価として支払われる以外の収入（税収や国・県から

の補助金等）があり、減少要因には、行政コスト計算書で算出される純経常行政コストや災害復旧等で臨時的に

必要となった支出等が計上されます。

④資金収支計算書（CF）

貸借対照表の現金預金が１年間でどのように変化したのかをあらわしています。現金の使いみちによって「業

務活動収支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」の３区分に分け、どのような行政活動にいくら使ったのか

を示しています。

予算書や決算書などの今までの公会計とは別に、肝付町の財務状況をあらわす新たな取り組みとして、下記の

4 表を作成しました。これらをまとめて「財務書類」と呼びます。これは自治体の行政活動評価を行うための情

報でもあります。

①貸借対照表（BS）

貸借対照表は、会計年度末に肝付町が保有している資産と、その資産を取得するために使ったお金の調達方法

をあらわしています。現金の収支に注目するこれまでの決算書では表示することができなかった財産や負債等、

これまでの資産形成の結果を知ることができます。

①貸借対照表(BS)

肝
付
町
の
財
務
書
類
４
表

資 産：学校や道路等の将来世代に引き継ぐ社会資本や、投資、基金等将来現金化することが可能な財産の

総額を示します。

負 債：地方債の残高や退職手当引当金などの総額。将来世代が負担する金額を示します。

純資産：公共施設整備の財源として受けた補助金や地方税等の総額。これまでの世代が負担してきた金額を

示します。

これまでに肝付町では、

42,478,038千円の資産を形成してい

ます。

そのうち、純資産である

30,088,565千円はこれまでの世代が

負担してきた金額であり、負債である

12,389,473千円は将来の世代が負担

していくことになります。

肝付町の現状

②行政コスト計算書（PL）

③純資産変動計算書（NW）

④資金収支計算書（CF）

経常費用が経常収益を上回っていますが、これは行政コスト計

算書の収入には行政サービスの直接的な収入のみを計上している

ためです。

経常費用から経常収益を引いた純経常行政コストは、

10,274,712千円になります。これに臨時損失と臨時利益の差

額を加えた純行政コストは、9,938,303 千円となり、この不足

分は、税収や国・県からの補助金等の財源で賄っています。

肝付町の現状

肝付町の現状

純資産が昨年度よりも増加した場合は、負債の増加より資産の

増加の方が多かったことを示しています。

純資産の増加要因には、行政サービスの対価として支払われる

以外の収入（税収や国・県からの補助金等）があり、減少要因に

は、行政コスト計算書で算出される純行政コストや有形固定資産

及び貸付金・基金の減少があります。

肝付町の現状

資金収支計算書から算出したプライマリーバランスの額は、

534,250千円となっています。収支の均衡が取れていれば、財

政状況が良好であると言えます。

業務活動収支：行政サービスを行う中で、毎年継続的に収入・支出

される金額が集計されています。

投資活動収支：学校、道路等の公共施設の投資活動収支や、貸付金

などの収入・支出の金額が集計されています。

財務活動収支：地方債等の借入・償還等の金額が集計されています。

※単位未満を四捨五入しているため、金額が一致しない場合があります。


